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産 業 内 分 業 と 製 品 差 別 化 '

佐 々 波 揚 子

小 野 田 欣 也

は じ め に

1970年代に進行した貿易自由化や円相場の上昇にもかかわらず， 日本の総輸入に占める工業製品

輸入の割合は依然として22〜24%程度である。 これは欧米先進諸国のほとんどすべての国で工業製

品輸入が総輸入の半分以上を占めているのに較べて，いちじるしく低い。 日本の製品輸入比の低さ

はその市場開放度の不充分さと共に，製品輪入よりも原材料輸入を意図的に優先してきたこれまで
( 1)

の政策選択の結果であるとうけとられている。 た し か に I960年代迄の日本の関税障壁は他の先進
( 2 )

諸国にくらベても高く， タリフェスカレーション等によって国内での生産加工を奨励して来たのは

享実である。し か し 1972年の大幅な自由化措置や1979年の東京ラウンド合意によって，工業製品

についての市場開放はかなり進行したと考えられる。加 え て 1973年の変動相場制導入後の円レー

トの上昇は工業製品輸入拡大を促すはずである。 このような変化にもかかわらず，なお日本の工業

製品輸入比が他の先進諸国より格段に低いというのであれば，そこには政策選択以外に何らか日本

経済の国際分業のあり方に構造的要因があるためかもしれない。

筆者は， これまでの日本経済の国際分業のあり方が同一産業部門内の同種商品取引を制限し，産
(3)

業内分業の総貿易に占める比重が低かったことが，製品輸入比の低さ.の一因であると指摘した。本 

研究わ第一の主題は，1970年代の市場開放や円相場の上昇が日本の輸出入にどのような影響を与え 

たかを概観し， そ の 結 果 1970年代後半の日本の産業内分業がどのように進展したかを分析するこ 

とである。

第二の主題は，産業内分業指数を計測するうえでの諸問題， ことに集計レベルのちがいが指数の

* 本研究は慶応義塾大学『工業製品貿易研究グループ』の研究成果である。研究過程で作業を担当されたメンバー各位やそ 
の他の方々，ことにアジア経済研究所の山崎茂氏，中村純氏，高木敏郎氏には計測のうえでたいへんお世話になった。こ 
こにあらためて謝意を表したV、，なお本研究は，昭和56年度慶応義塾大学学*振興資金によって行われた。

注（1) ギボンズ報告（198り P. 8 の "Pro'cessed material trade restraints" などはその典型的な例である。
( 2 ) 佐々波揚子（198の 第 6享に詳しく述べた。
( 3 ) 佐々波楊子（1980)。
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値に与える影響を明示することである。そして第三の主題は，産業内分業と製品差別化との関連を 

みることである。同種商品グループ内でのデザイン， プランドや材質のちがいといった製品差別化 

が各国の同種商品相互取引の要因であるとして，その重要桂は多くの研究者によって指摘されてい
( 4 ),

る。それにもかかわらす，製品差別化を含む市場均衡の成立への理論的接近のむずかしさや，製品 

差別化をあらわす指標をどのように計測するかという問題もあって，製品差別化と産業内分業との
( 5 )

関連を実証する分析のこころみはこれまで成功していない。 本研究では日本の輸入データーから 

CCCN 4 祈で製品差別化指数の導出をこころみた。 次に差別化指数^0安定性を検討し， 製品差別 

化の著しい商品ほど産業内分業が行われるかを統計的に挨IEする。

産業内分業と製品差別化

第 一 節 日 本 に お け る 産 業 内 分 業 の 進 展

石油価格の高騰，変動為替相場制の導入， 工業製品に対する貿易の自由化といった1970年代の

一連の出来事は日本の輸入構造にさまざまな変化をもたらした。 まず石油価格の高騰は，1972年の

原油輸入の総輸入に占める割合が16%と，同 年 の OEC D 平均である7.4 % の倍以上であった日本

の輸入構造を更に原燃料支払の比重の高いものとした。その結果，1970年 に は 30% に達した工業

製品輸入比率は，1973年 以 降 再 び20% 台へと低下した。 しかし総輸入から原燃料に対する支払を
( 6 )

のぞけば日本の工業製品輸入比は，1970年代の後半も明らかに上昇を続けた。

これは，1960年代からはじまった各産業の原単位の低下が，その後も進んだほか，生産におけろ 

資源集約産業の比重が小さくなったことによる。1-1図で明らかなように，原単位投入量は， 1973 

年以降徐々に低下している。しかし工業生産単位当りの輸入素原材料消費（除く原油）は， それ以 

上の著しい低下を示している。 日本の素原材料の輸入依存度は国内に代替する国産品の生産がほと 

んどないところから綿花が100% ,鉄鉱石が9 9 .4 % ,錫が97.5% (いずれも1975年）ときわめて高く， 

しかも変化しない。従って1973年以降の低下は国産品との代替がおきたためではない。む し ろ 1-1 

図の工業生産単位当りの輸入製品原材料消費が1975年から1980年 第 3 四半期迄に急速な上昇を示し 

たことからみて， この期間に輸入原材料から輸入中間素材への代替が進行したためである。

事実，輸入素原材料から輸入中間素材へのシフトがおきていることは，繊維と非鉄金属の二つの 

産業で明らかである。1-1図によると1970年に繊維総輸入（繊維原料プラス糸類と織物類の計）の15% 

程度であった糸類と織物は，1979年 に は 40%近くを占めるようになっている。輸入中間素材の拡

注〔4 ) 最近のこの分野での優れた研究としてはLancaster (1980), Helpman (1981)をあげることができる。
(5 )  Grubel and Lloyd (1975)は製品差別化を産業内分業の主要因であると指摘しながらも実IE分析は行っていない 

またLoertcher and Wolter (1980) の実証分析は製品差別化と産業内分業との間に統計的に有意な結果を得てい 
ない。

C6) Sazanami, Y oko〔198^ に詳しく述べた。

7 1 (557)



'三田学会雑誌J 75巻 4号ひ9»2年8月）

1-1図原単位投入*の低下

(傭考）1 . 指数はすべて75年=100とした季節調整値であを。
- K 造i 業原材料消費指数(除く重油’ 電力）

2 . 原単位投入量は，--------- M S x S H i t f e -------- レよる•

資料：「通商白*」1981年，P.249,図3 — 3-19.

1 -2図原料品から中間素材への輪入代替化の進展

( 1 ) 原料品と中間材の輸入額シェアの推移（ド ノ 一 ス ）

資料：JETRO悔外市場，1980年11月号 

大は，亜錯，ニッケル，誇，アルミニウムといった非鉄金属産業についてもみられる。いずれも非

鉄金属輸入に占める鉱石の比重がへり，地金と合金の割合がふえている。
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化 学
黨 《 •土  <■'
ほ石石含む）

鉄 鋼

繊

n 世界 計 对 朱 対 •E C 対新與工業国 对 共産 圏 对その他世界

70 75 80 70 75 80 70 75 80 70 75 80 70 75 80 70 75' 80

23.1L 52.11 67.12 7.63 25.02 15.01 83.01 70.01 74.98 30.93 82.99 94.75 32.60 74.23 83.18 16.32 13.56 53.83

89.53 69.20 95.60 57.14 61.66 46.46 64.29 65.47 59.94 8.94 16.11 39.05 32.73 24.12 43.78 70.55 46.86 69.75

48.01 78.01 75.77 24.05 55.86 50.03 97,94 94.22 77.02 34.38 69.43 54.72 51.88 72.49 88.00 55.01 83.10 75.36

17.70 3.60 10.94 5.89 2.39 4.50 17.00 5.40 11.23 3.70 4.80 20.87 36.42 4.02 5,46 23.32 3.56 11.35

41.58 59.19 59.95 87.45 86...31 77.58 77.61 94.35 80.05 22.89 9.89 6.12 50.04 48.15 42.03 17.11 32,07 24.31

18.09 19.17 19.39 17.38 23.22 29.02 73.27 62.68 .51.12 7.19 29.01 22.78 3.60 2.15 4.55 12.98 7.44 8.10

77.25 46.85 34.64 74.35 98.28 75.23 70.99 97.97 70,58 1.83 9.65 6.60 20.84 4.00 2.38 37.26 16.89 13.11

28.59 26.07 21.85 40.85 43.37 44.95 47.18 30.08 19.90 15.19 39.98 26.46 10.19 1.-57 ■1.52 9.11 5.06 5.31

21.11 10.04 12.27 49.65 26.72 15.69 71.59 23.39 30.94 0.15 1.63 4.01 5.97 0.78 12.67 4.85 1.87 4.39

38.83 37.58 27.95 58.44 49.48 38.48 42.73 37.74 27.97 7 .29 27.41 50.04 14.35 4.61 8.80 29.57 33.10 14.44

このような輸入原材料から輸入中間素材への代替は，明らかに製造業における産業内分業を促進 

する。い ま SITC 2 祈分類の製造業について，S IT C 3祈分類による産 業 内分業指数（Grubeland 

Lloyd指数）を 1970年，1975年， 1980年の三時点について地域別に求めた。1-1表の対世界計をみ 

ると，1970年 か ら 1980年にかけて繊維と非鉄金属では，産業内分業指数の上昇がみられる。 この 

他に同期間中に，化学と襄業士石でも産業内分業が進んで、る。

これらの変化を地域別にみると，繊維での産業内分業は対新興工業国及び对共産圏を中心に進行 

したことがわかる。特に対新興工業国の場合，1980年の総貿易に占める産業内分業の比重は94.75 

% に及んでI 、る。 また対共産圏では中国からの繊維製品輸入拡大が産業内分業指数を上昇させた。 

1970年代には，新興工業国の工業化による繊維製品についての国際競争力の強化， 日本の市場開放 

と円高の進行とよって繊維産業では著しく産業内分業が進んだ。 また，非鉄金属については，従ネ 

からのアメリ力に加えて発展途上国とも産業内分業を行うようになった。

この他，化学，黑 業 • 土石，金属製品と，いずれの場合も対新興工業国との産業内分業進展が 

対世界計の指数を上昇させる主要因であった。

次に， このような日本の1970年代の産業内分業の進展を，産業内分業の理論とこれまでの実IE 

分析で明らかになった点と対比させながら評価してみよう。

1-1表日本の産業内分業の推移（グルーペル. ロイド指標） 1970年〜1980年

産業内分業と製品差別化

備 考 1 . 産業分類は，S IT C 貿易商品コード3お分類で定まされた。
2 . 新興工業国は，韓国，台湾，香港，シンガポールの合計とした。 .

3 . 産業内分業指標は次式により算出した。
E iXiji,+Af.y*) — E IXijk— I Xjji.,プ国の対A:国， 商品の输出 

i 商品はSITC 3挺分類に対応する。•<------ S-----*--------- X100
M iji: ゾ国の対* 国， I'商品の輪入

4. SITC3格を21̂ ^に集計したものであ^ , 2-2表のCCCN分類による集計とはかならずしも一致しない。
資料：大蔵省外国貿易統計月表各年12月

( 8 )
Loertscher and W o lte rは ，産業内分業の決定因を（I ) 国 別 特 性 と （H ) 産業特性にわけ，

注（7) Grubel and L loyd式の問題点，ことに集計レペルのちがいが指数に及ぽす影響については，第二節で詳しくとり. 

あげる。
(8 )  Loertscher and Wolter (1980)参照。
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( I ) のうち①二国間の所得水準差，②二国間の経済活動中心地間距離，③関税同盟ダミー，④共

通文化ダミーについて統計的に有意な結果を得た。 し か し （H ) 産業特性についてみると，製品差

別化の程度は有意ではない。

繊 維をはじめ1970年代に産業内分業指数の上昇した日本の産業は，いずれも対新興工業国を中

心に産業巧分業をすすめたのであった。 これらの新興工業国は，いずれも日本と地理的にも近く，

従って二国間の経済活動中心地間胆離がみじかい。 またこれらの国々は1970年代に工業化を中心

に著しい経済成長を実現し，二国間の所得水榮差を縮めた。加えて日本での特恵制度の導入と貿易

障壁の軽減は，製品輸入の拡大と輸出商品の転換を日本側に促す結果となり産業内分業を促進した。

1-1表によると，1970年代に産業内分業指数がむしろ低下したのは機械產業である。産業特性と

産業内分業との関連は，Loertscher and W o lte rの研究でもあまりはっきりしていないし，産業

内分業研究では更に分析が必要な分野である。Grubel and L loydによれば，機械産業は多様な製
(9)

品を含むところからもっとも産業内分業指数の高い産業である。 しかし日本の場合は，かならずし

もこのようなことはいえない。更 に 1970年代の機械産業の産業内分業指数の低下は，一般機械，

電気機械，輸送機械，情密機械のすべてにみとめられる。 このような低下が何故おきたかは，1-1表

の地域別の産業内分業指数の変化をみると明らかである。

機械産業の産業内分業は，対 アメリカ，対 E C といった先進国が中心であり， ことに対 アメリカ

では，1970年の産業内分業指数は一般機械が74.35,精 密 機 械 で は58 .44 ,輸送;^械で49.65であ

った。 ところ力;，輸送機械と精密機械では1970年代の日本側の輸出伸長が大きかったことと，国

内市場での輸入代替を反映し，1980年の対アメリカ産業内分業指数は，そ れ ぞ れ 15.69,と 38.48

へと低下している。对 E Cについても同様であって，一般機械をのぞく他の機械類の産業内分業指

数 は 1970年 か ら1980年にかけて低下している。 しかし，対アメリカや対E C の産業内分業指数の

低下だけが機械産業の指数を1970年 か ら 1980年にかけてひき引げたわけではない。 1-1表の対世

界計の産業内分業指数は対アメリカや对E C よりもはるかに大きく低下している。例えば一般機械

についてみると，対アメリカも対E C も 1980年の産業内分業指数は1970年とほぽ同じであるが，

対 世 界 は 77.25か ら 34.64と約半分になっている。 このような差異は日本の機械貿易の地域構造

変化を反映したものである。すなわち，1970年代を通じ， より多くの機械輸出が先進国以外の国々

に向けられるようになった。 もともとこれらの国々の機械生産高は少なく，輸出額も小さい。従っ

て産業内分業指数はきわめて低く， これらの国々向けに輸出が拡大したことは対世界計の指数をひ 
(10)

き下げる結果となった。

「三田学会雑誌」75卷 4号 （1982年8月）

注（9) Grubel and Lloyd (1975) p. 42 Table 3 及び4 では，たしかに機械産業の産業内分業指数は他の産業よりも高 
い。し力、し，通商白» ,1 9 8 1 ,第4-1 -7表，P. 297では日本，アメリカ及び西ドイツの機械產業の1970年と1979年の産 
秦内分業数力；特に高いということはない。

( 1 0 ) アメリカと西ドイツの機械産業の産業内分業指数は，1970年から1979年にかけてひきつづき上昇している。 通商白 
» . 1981年第4-1-7表を参照。
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産業内分業と製品差別化

機械貿易につ'/、ても対新興工業国につ '̂ 、ては， ま だ 水 準 は 低 、ものの特に電気機械と精密機械に

ついて，. 産業内分業指数の顕蓉な上昇がみられるのは注目に値する。1970年の対新興工業国の産業.

内分業指数は電気機械が15 .19 ,精 密 機 械 が 7.29であった。 しかし1980年にはそれぞれ26.46と

50.04へと上昇している。 これはI960年代の後半から活撥化したこれらの国への日本の製造業向け

対外直接投資等を通じての密接な経済関係が， 対新興工業国との産業内分業を促進したためと考
(11)

えられる。.

1970年代の日本の産業内分業の進展を概観すると，産業内分業の決定因に関する諸仮説のうち国 

別特性による説明の方が説得力をもつようである。たすし地域別の産業内分業指数を比較した場合 

にも明らかなように，貿易商品構成の変化や地域構成の変化は集計された指数に大きな影響を与え 

る。そこで第二節では，集計上の差異が産業内分業指数にどのような影響を与えるかを検討する。 

次に第三節では，産爱特性のうちこれまで産業内分業との関連が指摘されながら，統計的に有意な 

結果は得られていない製品差別化の問題を理論と計測の両面からとりあげる。

第 二 節 産 業 内 分 業 指 数 の 理 論 と 計 測

2 - 1 商品および産霉槪念とその分類

産業内分業とは，同一産業として規定された産業の生産する同種商品グループ内での国際間の相 

互取引である。’従って実際の計測段階においては産業の定義と， これに対；S してどのようにデータ 

の集許を行うかが問題となる。 -

同種商品グループが定義されるには，資易における不完全代替の仮定が必要となる。完全代替と 

不完全代替の仮定を，ある商品の輸入関数を例として示すと以下の通りとなる。

M = f (S, F , P ), P=PM=PD  (1)

M 強 . お  （2)

ここでM は輸入量，P M は輸入財価格， は輸入競争財価格， は国内の貨幣所得である。 

さらに（1 )式 は で は輸入競争財の供給量を現わし，それが外生的に決定されることを示す。

( 1 ) 式は完全代替のケースであり， こ こ で は r一物一価」の法則が成立している ことから，輸入 

財と輸入読争財とは完全に同一の財である。それゆえまた（1 ) 式は国内需要（の）と国内供給OS) 

の差と考えられる。

注( 1 1 ) 渡辺利夫（1982)は，アジア中進国の工業化が日本にとって水平分業の相手国をつくり出していることを重視する。 
ことにr第6享 4 .日韓水平分業の展開J を参照„
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M=D (X, P ) -S  ( r ,  P ) (3)

完全代替モデルにおいては，輸入量に影響を与えるのは国内供給そのものであり，そこで規定さ 

れる財は輸入財と輸入競争財とがまったく同質であるという強、仮定が設けられている。従ってモ 

デル設定は単一財モデルとなり，同種商品グループでの国際取引を前提とする産業内分業は成立し 

ない。

一方，不完全代替モデルは（2 )式で示されるように，輸入財と輸入競争財との代替関係は存在す

'るが不完全なものであると仮定され，輸入競争財の供給はニ財間の相対価格の変化を通じて輸入量

に影響を与える。そこでは輸入財と輸入競争財とは相互に極めて代替性の強い財ではあるが同一財

ではない。不完全代替の仮定の現実的妥当性は，現行の貿易分類の最も細かな分類段階においても
(12)

商品グループ内で国際間の相互取引が行われていること，いいかえれぱ産業内分業が観察されるこ 

とから明らかである。

それぞれ単一の輸入財と単一の輸入競争財だけの集合ではなく，多数の輸入財と多数の輸入競争

財を含む貿易統計を用いる場合には，同種商品グループを規定する集計のための規準がまず必要と 
(13)

なる。この場合には需要側と供給側から二つの基準が考えられる。需要側の規準では商品特性の類 

似性に注目し，例えぱ商品間の代替の弾力性の違いによって分類することが考えられる。

Lloyd (1979)は同種商品グループの定義として効用関数の同次性と分離可能性を仮定し，商品 

間 の Allen (R. G. D. Allen) の代替の偏弾力性を用いて需要側基準から同種商品グループを規定 

した。すなわち，同種商品グループ内の商品間では代替の偏弾力性が等しく，異なる商品グループ
(14)

の間では代替の偏弾力性が異なる，という定義にそった分類を提示している。

, 同種商品といて規定された商品グループは，あたかも単一財であるかのように取り扱うことがで 

きる。いま多数の輸入財（M ) , 多数の輸入競争財CD)を含む効用関数（t / )において，

U ニ U (•/Vfi,D、’ M2，の2，......M„, Dn) (4)

輸入財と輸入競争財のニ財を一 グループとした合成財（Composite Commodity) を CES里に定 

義する，

Q .-ニ {み iV/-へ.+ (1 — 5 , へ} ^  ' (5)

_ r三田学会雑誌J 75卷 4 号 （1982年8月）

まひ2) SITC分類6K, CCCN分類7祈。
(13) ■ Grubel and Lloyd (1975)参照。
( 1 4 ) いま効用関数の同次性，分離可能性を仮定して，》商品をWグループに分割すると，

£/(ズ）= F 〔Vi(；T i) ,…… 〔义S).… (1)

ここで Xs = び SU ......SxK, ......S=1.................. m く n, E み=»

X s は商品のサプグループであり， はその数量指数である。J：のときある商品グープ内のi 商品と別の商品グリ一 
プ内の* 商品との代替の個弾力性は， 》' 商品が含まれるグループのすべての商品（力との代替の偏弾力性に等しくな 
る，すなわち，

Oik=Ojk (2)

このことは，効用関数に同次性，分離可能性が仮定されている限りにおいて成立する。(Lloyd, 1979 p. 22〜23)
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Melo and Robinson (1981)

雨 宮 （1979)
島田，飯島（1972)
Grubel and Lloyd (1975) pp. 24〜28.佐々波（1981)に詳しい。
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よって〔4 )式の効用関数は，

t/ ニ F [ F ( Q i ) , …… , ' (6)

(15)

という" 商品の効用関数として新たに設定される。産業内分業はこのようにして2 W商品について 

ではなく， 《商品において観まされることとなる。

一方，供給側の規準によれば，生産構造の類似性に着目し，.生産要素の投入比率の類似した商品 

を同一商品グループとして集計することができる。たとえぱ産業連関表における投入係数に関して， 

その主要な投入物（main-input) の類似した商品を同一商品グループとして集計する手法が考えら 

れる。

しかしながら，現行の貿慕分類は前述の理論とは厳密に対応していない。通常，貿易統計は商品

の材料，用途，機能，等の多くの要因を用いて，同じ商品がニつ以上のグループに属さないように 
(16)

分類されている。たとえば商品9 材料による分類は供給側の規準であるし，一方，用途や機能とい 

った概念は需要側の規準である。 このように貿易統計には需要側と供給側の規準が混在しているた 

め，実!E分析においては既存の商品分類の体系のうちで最も産業内分業の理論構造に適した分類を 

採用することが望ましい。すなわち，産業内分業の理論から設定される理想的分類と現実の商品分 

類の斉合性をいかに保つかが最も重要な課題である。

1976年以降，従 来 の S IT C 分類にかわり日本の貿易統計はCCCN (Customs Co-operation Coun­

cil Nomenclature : 関税協力理事会の品目表）分類に従って分類されている。 この分類は関税品目にお 

ける伝統的な取り扱いに従って,，22の部に大分類され， さらに2 祈の類に中分類され， 4 祈の号に

小分類され，それ以下の細かな分類は各国の* 情にまかされている。 また大分類，中分類の中では
• ( 1 7 )

原材料，加工品，高次加工品の順に加工度に従ってそれぞれ下位の分類が設定されている。

本研究では，現 行 の C C C N 分類に基本的には準抛したが，大分類の段階では若干の変更を行っ 

た。

2 - 2 産業内分業指数の集計問題

産業内分業指数には各種の形態が存在するが，本研究では最も一般的なGrubel and L loyd型 

を用いた。Grubelaod Lloyd (1975)によると，以下の基本式が与えられる。'

•̂ '.;.*ニ[("^り* + "^り.*)—1"̂ り* —恥 '*1],(ん '* + '^.'*) * 100 (7)

こ こ で ズ り ぃ は ，そわぞれ同一国け国）の i 産業の対々地域との輸出入額である。従って
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指 数 値 B iは 0〜100の値をとる。5,'y*はあらゆる集計段階のもとで，各々の商品グループごとに 

求められる。それゆえある与えられた#計段階のもとで各々の産業内分業の程度の分布を集計する 

ためには総貿易額に占める各々の産業の貿易額で加重平均する必要がある。 この手法は（8) 式で示 

される。

Bjk = ^  Bijk • (̂ Xijk + y/ Xj

100 (8)

ここでB y は位ハの貿易額による加重平均である。 例えば同種商品グループをCCCN分類 

4 衍に設定した時，Biりは CCCN分類4 祈ごとに計測される。 CCCN ごとの計測値の数が 

多いときには比較を可能にするために，通常より上位の集計段階の加重平均5 ,.*であらわす。

いま集計段階を二通り設定し，第二集計段階の方が第一集計段障より細かな集計レベルであると

仮定する，すなわち义}*=1：义?… M } ,= '£M fj„ 添 字 1,.2は，集計段階を表わす， ここで各

々の位;-*を求めると第一集計段階では

I ：ズレ + r  - 1 E  X I ,-  I ： M?,* 1
B), —— ^ —— ノ , ,' = 1 、—— ^ ----- 100

また第二集計段階のが,*は貿愿額による加重平均値を用いて示すと

BU  ニ —— 厂I ノ ‘ \---------------- 100

(9)

(10)

反̂ ^と5 ラ*とを比較すると分母と分子第ー項は等しく，分子第二項について，

(11)

の関係が成立する。第一集計段階の輸出入差の符号（( n ) 式の左辺の絶対値内の符号）と，第二集計 

段階の各々の輸出入差の符号（(1り式;の右辺の絶対値内の各々の符号） とがすぺて一致する場合には，

(11)式において等号が成立する。两者の符号が1 つ以上異なるときには，〔11)式は不等号となり， 

集計段階が高まるに従って産業内分業指数は大きな値をとる。

この点は対地域別の集計問題でも同様であり，いま対地域別の産業内分業指数が（7) 式で求めら 

れるとき，その平均値は地域別資易額の加重平均を用いて（12)式のように求められる。

B i’i ニ XI Biik • CXijk +Miji,') /  [  (̂ Xiju + Mijk')

注〔19) Grubel and Lloyd (1975).
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XI (.Xiik + ̂ ijh) — Zi \̂ iik — Mり* I
---------------------- .100 (12)

r c  み '*+Mり'*)

一方，対世界全体の輸出入額をそれぞれズり. = f x け*, M りニ f M , ' * , とすると对世界の産業内 

分業指数は以下で求められる。

( X  Xijk + — I XI Xijk — S  Mijk I 
Bり= ^ ノ „■丄 1 、~ ~ ^ --------100 (13)

1 E  Xり' + I ： Mり★)

(12)式と（13)式を比較すると，

(14)

よって対世界の産業内分業指数は世界平均の産業内分業指数よりも常に大きいかあるいは等しい値 

をとる。

さらに商品平均，地域平均の産業内分業指数は両者の加重平均を用いることによって，

_ ± f  E  t I ぶ '*- M り J
B- ニ ' = !* テ-1、 " , 、レ1ぃく-------------- 100 (15)

I ： E iX ,j, + Mu,]

(15)式で求められる。

産業内分業指数の異時点間比較を行なう場合に，貿易不均衡が大きく生じている時期には賀易額 

で加重平均された産業内分業指数は過少評価となる。Grubel and Lloydでは貿易不均衡の効果を 

集計上のウェイトから除くために，以下の手法を用いている。

産業内分業と製品差別化

2  Mijit)— X) \Xijk~Miji,\
I * 1 \ _ ____  ゾ ‘ =_ 1 _ ___  ___ . 100

,で k

ど1(■̂り* +
Aquino (1978)は，貿易不均衡の効果がGrubel and L loydのよ うに集計レペルだけに影響を 

およぼすのではなく，むしろ個々の商品グループにより大きなバイアスを生じさせると考える。そ 

して各々の商品グループ内での貿易不均衡の修正を提唱している。その手法は〔17)式で示される。

'H Xi 1X iji,— M*jk I
Q,k —— n / ノ. -------------- 100 (17)

.5!^. ( り* )
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こ こ で X し*, M し★は i 商品， ゾ国の対地域との貿易において，不均衡が生じていないと仮定し 

た場合の輪出入額であり，

ル ふ i  t  ( ん * +

r三田学会雑誌」75卷 4号 （1982年8月）

E ん *

M\i * = M り* • -2-!^-----------
I ： M .；*

である。

しかしながら，商品グループごとに賀易不均衡が生じるのは輸出入の変動の結果であり，その要

因としては産業内分業の進展のほかに，国内や海外の景気変動，その商品の国際読争力等が考えら

れる。 日本の貿易構造の特徴としては，輸出特化が少数の製造業に集中しており'，工業製品の輸入

比率は極端に低い。工業製品の輸入比率の低さは産業内分業を行わなかったこれまでの日本の国際

分業のあり方の結果であり，それゆえ日本の工業製品の貿易収支はつねに大個に黒字である。 この

他に年々の貿易収支には，景気変動その他の短期的要因が影響を与える。従って景気変動やその他

の短期的な要因が貿易収支に及ぽす影響を除去し，産業内分業指数をより構造的な特質を表わすた

めに修正が必要であるとすれば，（16), (17)式のような一律の修正を行うよりも，年々の貿易額か
(20)

らあらかじめ短期変動分をとり除いてから指数の計測を行った方がよい。

2 - 3 産業内分業指数の計測結果とその検討

賀易データは，大 蔵 省 『日本貿易月表jTより求めた。分 析 年 次 は C C C N 分類に変更された以降

の 1976, 1978, 1980年の三時点である。1970年代後半の日本の産業内分業の進展を示すためにはこ

れら三時点の単純平均値を求めた。商品の集計段階はCC C N 分類の小分類（CCCN4祈，以下では4

祈と略す）が選択され， これを同種商品グループと定義し，その平均値としてCCCN 分類の中分類

(CCCN2lfi,以下2祈と略す）を用いた。 対象品目は工業製品のうち2 祈集計で51品目， 4 衍レぺ

ル で 559品目であり， 2 析集計での具体的な採用品目名は2-1表の左欄に示した。
(21)

また賀易地域例の分類は，世界銀行の所得水準による分類に準拠し，低 所 得 国 （36か国)，中所得

注( 2 0 ) 短期変動要因を貿易額の趨勢線からのホ離と考えて，その除去を行う。たとえぱ賈易額の系列自保に移動平均法を用 
いること等が考えられる。

( 2 1 ) 世界銀行r世界開発報告』〔1981年版)の国別グループの定義は，開発途上国のうち，1979年の1人あたり国民総生産 
370ドル以下の国を低所得S, 370ドル以上の国を中所得国，と区分している。また市場経済工業国はOECD加盟国中 
ギリシア，ポルトガル，スペイン， トルコを除くすべてである。各々の地域別グループに含まれる国名は以下の通りで 
ある。

低所得国：民主カンボジア，ラオス人民民主共和国，プータン，バングラデシュ，チャド，エチオピア，ネバール， 

ソマリア , マリ , ビルマ , ア フ ガ ニ ス タ ン , ぺ トナ,ム, ブルンジ， オートポルタ , インド, マラ ウ イ , ル ワ ン ダ ,ス リ
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(22)

国 （51か圉）（除く新興工業国)，新 興 工 業 国 （10か国)，市場経済工業国（以下，先進国と略す）（19か国),

資本余剰石油輸出国（以下，石油輪出国と略す）（6か国)，非市場経済工業国（以下，非市場諸国と略す） 
(23) ,

( 6か国) の 6 地域とした。それゆえ地域別の産業内分業指数は， これらの6 グループと世界全体（対
(24)

世界）および前者6 グループの貿易額による加重平均値（世界平均)，の 8 系列が求められた。

集計段階の違いによって産業内分業指数値が異なり， より高次の集計段階では低次の段階に比べ 

て， その指数値は少なくとも小さくはならないということは， （11), (14) 式から理論的に明らか 

である。次に実際に同種商品グループの集計段階の差がどのような影響を指数値に与えるかを2-1 

表，2-2表に示した。2-1表のA 欄の列はCCCN 4 祈 （小分類）を同種商品グループとして設定した 

ケースで計測された産業内分業指数である。一方，B 欄は，CCCN 2 格 （中分類）を同種商品グル 

ープとして設定したケースで計測された産業内分業指数であり， より高次の集計段階が採用されて 

いる。 2 つの系列を比較すると，いずれもB 欄の方の値が大きいか少なくとも小さくはなっていな 

1̂、。CCCN番号で，17類 (糖類，糖棄子)，M 類 （加工果実• 野菜) ，23類 （食料のくず，飼料)，24類 

(たぱこ），30類 （医療用品)，37類 （写真，映画用材料)，43類 （毛皮)，51類 （人造長繊維. 織物)，52類 

(金属糸. 織物)，54類 （亜麻，ラミー. 織物)，56顏 （人造短繊維• 織物)，63類 （衣類の中古，ぽろ），67 

類 （羽毛，造花，人髮，その他)，85類 （電気機器)，87類 （自動車，その他)，89類 （船鶴，その他)，91類 

(時計)，92類 （楽器)，96類 （ほうき，プラシ，他)，98類 （雑品）という品目については，A 欄とB 欄 

の産業内分業指数の値が一致している。 このことは前述したように， 2 祈段階における輸出入差の 

符号と4 祈段階における各商品グループごとの輸出入差の符号とが，すべて一致することである。 

すなわち貿易不均衡の方向（赤字，黒字）が画者の集計段階で同じであるということを表わしてい

ラン力，ぺュン， モ ザ ン ビ ー ク ， シ エ ラ レ オ ネ,中国，ハ イ チ, バキスタン，タンザニア, ザ イ ー ル, ニジェール,ギ 

ニア, 中央アフリカ共和国，マダガスカル, ウガンダ, モーリタニア, レント, トーゴ, インドネシア, スーダン。

中所得国：ケニア，-ガーナ, イェメン.アラプ共和国，セネガル，アンゴラ，ジンバブェ，ェジプト, イェメン民主 

All共和国, リベリア, サンビア, ホンジュラス, ポリビア, カメルーン, タイ, フィリピン, コンゴ人民共和国，ニ

カラグア，パプアニューギニア, エルサルバドル, ナイジェリア, ペルー，モ ロ ッ コ , モンゴル, アルバニア,ドミニ 

力共和国，コロンビア，グアテマラ，シリア•アラプ共和国, コードジボアール，ェクアドル，バラグアイ，チュニジ 

ア，朝鮮民主主義人民共和国，ヨルダン，レバノン，ジャマイカ， トルコ，マレーシア，バナマ，キューバ, アルジェ . 
リア, チリ，南アフリカ, コスタリカ, ルーマニア, ウルグアイ, イラン, アルゼンチン, ベネズエラ,トリニダード 

• トバコ, イスラェル。

新與工業国：ギリシア，ポルトガル，スペイン，ューゴスラビア，プラジル，メキシコ, 香港，韓国, シンガポール，

台湾0
市場経済工業国：オーストラリア，オーストリア，ベルギー，カナダ，デンマーク. フィンランド，フランス,ドイ 

ツ連邦共利国，アイスランド，アイルランド，イタリア，ルクセンブルグ,.オランダ, ニュージーランド, ノルウェ一, 

スウェーデン，スイス，英国，米国。
資本余剰石油輪出国：イラク，クウェート， リビア，サクジアラビア，カタール，アラブ首長国連邦。 - 

非市場経済工業国：ソピェト連邦，プルガリア，チェコスロ'バキア， ドイツ民主共和国，ハンガリ一, ポーランド。
注(22) OECDレポ一ト『新與工業国の挑戦J , 1979,(大和田訳，東洋経済新報社^ 1980。）の定義に従った。

( 2 3 ) 資本余剰石油輪出国，非市場経済工業国の2 グループについては一部の計測結果をのぞき，本文では計測結果を省略 
した。

( 2 4 ) 以上6 グループのいずれにも属さない国々は対象国に含まれない。
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2-1表集針段階の差による産業内分業指数値の塞（1980年 ：対世界分業指数）

r三田学会雑誌J 75卷 4号 （1982年8月）

C C C N 番号 
品 目 名

集 計  
(A)

小分類(1》

段 階  
(B) 

中分類(2)

1 6 .加 工 肉 • 魚 貝 類 51 62

17• 糖 類 • 糖 菜 子 3 3
1 8 .コ コ ア . そ の 他 4 5
1 9 .穀 物 加 工 . 品 72 74
2 0 .加 工 果 実 • 野 菜 34 34
21. 調 整 食 品 54 60
2 2 .飲 料 • ア ル コ ー ル 8 48
23. 食 料 の く ず . 飼 料 18 18
24. た ぱ こ 1 1
30. 医 療 用 品 23 23
31. 肥 料 17 92
3 7 .写 真 • 映 画 用 材 料 47 47
3 8 .化 学 工 業 品 • その他 78 92
42. 革 製 品 49 52
43. 毛 皮 9 9
4 4 .木 材 • そ の 製 品 3 4
4 8 .紙 • パ ル プ 製 品 65 74
49. 印 刷 物 64 98
5 0 .销 • 緒 織 物 20 21
5 1 .人 造 長 繊 維 • 織物 12 12
5 2 .金 属 系 • 纖 物 5 5
5 3 .羊 毛 • 毛 織 物 11 45
5 4 .亜 麻 • ラ ミ ー . 織 物 18 18
5 5 .綿 • 綿 織 物 21 44
5 6 .人 造 短 繊 維 . 纖 物 19 19
5 7 .そ の 他 の 糸 • 織物 5 21
5 8 .じゆうたん. • その他 60 70

C C C N 番号 
品 目 名

集 計  
(A) 

小タ類

段 階
(B) 

中分類
59. 工 業 用 繊 維 婴 品 44 45
60' メリヤス. 編物•その他 36 87
61• 衣 類 • そ の 他 34 56
6 2 .毛布•カーT ン•その他 51 64
6 3 .衣 類 の 中 古 • ぱ ろ 7 7
6 4 .は き 物 . そ の 他 33 36
6 5 .帽 子 • そ の 他 57 95
6 6 .か さ • つ え • そ の 他 40 61
6 7 ,羽毛. 造花• 人髮•その他 12 12
7 3 .鉄 鋼 • そ の 他 6 16
8 4 .ボ イ ラ ー - 機 械 類 32 36
85. 電 気 機 器 21 21
86. 鉄 道 用 車 両 13 45
8 7 .自 動 車 • そ の 他 5 5
8 8 .航 空 機 • そ の 他 15 16
8 9 .船 舶 • そ の 他 22 22
9 0 .光学•精密機器その他 41 45
91. 時 計 23 23
92. 楽 器 9 9
9 4 .ま 具 . 寝 具 • そ の 他 72 80
9 5 .調刻 品 • 材 料 • その他 67 70
9 6 .ほうき•プラシ• その他 97 97
9 7 .が ん 具 . そ の 他 34 54
98. 雑 品 19 19

注 (DC CC N  
(2)C C C N

0

0 

4 

2

る.。一方，両者の値が異なるのは， 2 祈段階の輸出入差の符号と4 祈段階の輸出入差の符号とが1 

つ以上異なる場合であり，指数値の差の大きさは4 衍段階における符号の異なる商品グループの輸 

出入差の大きさに依存する。

2-2表集計段階の塞による産業内分業指数値の差（1980年）

集 計 段 階
G C C N 番号 (A) (B) (C)
品 目 名 小分類 中分類 大分類

第 4 部 ：食 料 品 19 27 40
第 6部 ：イ ヒ 学 製 品 （1) 47 65 99
第 8部 ：皮 革 U) 34 36 36
第 9部 ：木 材 （1) 3 4 4
第10部 ：紙 • 製 品 （1) 65 79 80
第11部 ：繊 維 23 38 92
第12部 ：はき物、その他 34 42 43
第15部 ：鉄 鋼 （1) 6 16 16
第16部 ：機 械 類 27 28 28
第17部 ：車 両 7 10 23
第18部 ：そ の 他 の 機 器 26 28 28
第20部 ：雑 品 38 48 56

全 工 業 製 品 の 平 均 15 23 32

注 U 汰分類中の一部品目を採用した。
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産業内分業と製品差別化

2-2表ではさらに高次の集計段階との比較を行った。同 表 の C 欄は，C C C N 大分類を同種商品 

グループとして設定したケースの産業内分業指数である。 また比較のために2-1表で求められた 

CCCN 2祈， 4 衍の値を各々貿易額で加重平均した値を，A 欄 と B|«に示した9 2-1表と同まに， 

集計段階をより高く設定することによって，指 数 値 が 順 次 大 き 、値をとることがわかる。集計段階 

をどのレペルにおくかによって，産業内分業指数にはかなりの差が生じる。例えば全工業製品の平 

均で見ると大分類の値は小分類の値の2 倍以上となっている。

2-3表地域別の産業内分業指数

(1) 産業内分業指数の 
平 値

(貿易額の加重平均）

《2) 産業内分業指数の 
平均値

(単純平均）

( 3 ) 全品 目 （559) のうち指数の値が 
50を越える品目数，かっこ内は全 
品目に对する比率

対象地域名 1976年 1978年 1980年 1976年 1978年 1980年 1976年（％〉 1978年(％) 1980年(％)

低 所 得 菌 1 0 1 8 8 10 36 ( 6) 39( 7) 48( 9 ) ,

中 所 得 国 2 1 2 8 10 9 39 ( 7) 50( 9) 40( 7)

新興工業国 15 10 14 20 18 17 7 8 (14) 7 0 (13) 6 2 (11)

先 進 国 15 19 19 32 33 32 153( 27) 155( 28) 151(27)

石油輸出国 0 0 0 — — 一 0( 0) 0( 0) 0( 0)

非市場諸国 1 0 3 一 一 — 33( 6) 25( 4) 28( 5)

世 界 平 均 11 11 11 20 20 19 57 ( 1の 6 6 (12) 67(12)

対 世 界 12 13 15 33 33 30 170( 30) 162( 29) 147( 26)

品 目 数 559(100) 559(100) 559(100)

CCCN 4祈レベル産業内分業指数：Bijk

.[(Xijk +Mijh)—\ Xijk —MiikY\
Bijk-

{X{jk+ Mijk)
•100

{Xijk'̂  Mijk)
(注）（1 ) 貿易額の加重平均による産業内分業指数：：

559 1 J L { X i j k +  M i j k )

(25)

( 2 ) 単純平均による産業内分業指数：

地域別による集計段階の差を2-3表で示した。 2-3表は地域グループ別の特徴を明らかにするすこ

めに，対象品目のすべて（4 祈で559品目） の平均値で表わされている。平均値(1)は, 4 拓の値を商

品別貿易額のウュイトで加重平均した値であり，一方，平均値(2)は 4 桥全商品の単純平均の値であ

る。平均値(1)が平均値(2)を下まわるのは，’ 商品別貿易額の低い商品グループで産業内分業が進展し

ており，一方，商品別賈易額の高い商品グループで産業内分業がそれほど進展していないことを表
(26 )

わしている。♦ 実個別品目ごとに見ても，資易額のウェイトが大きい73類 (鉄鋼，その他)，87類 （自 

動享，その他）力*、指数値全体を引き下げる役目をはたしている。すなわち， これらの品目では日本 

に大幅な貿易黒字が生じており，その結果産業内分業指数が低い。地域別の集計段階による差は， 

平均値(1)において地域別の加重平均値である世界平均の項目と対世界とを比較すれぱ明らかである。 

集計段階は後者の方が高い。前 出 の （14)式の示すように，2-3表においても常に集計レペルの高い 

対世界の方が世界平均をうわまわっている。平均値(1)の右側に4 衍全品目のうち，産業内分業指数 

の 値 が 5 0 を越える品目数を示し，（ ）内には全品目に対する比率を示した。 ここでも対世界の方

注〔2 5 ) ここでの地域別グループは所得水準別にわけられている。それゆえ本来の意味での地域別ではない。 
(26) 1980年の对世界における商品別貿易構成比では，73顔14%, 87類21%である。
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が品目数が多い。

日本全体での産業内分業指数の傾向は，对世界の項目を見れぱ明らかなように，三時点とも低い 

値をとっているものの，若干の上昇が見られる。

地域別の特徴ではおおむね所得水準に従って，対低所得国，対中所得国，対新興工業国，対先進 

国の順に指数値自体が高まり，所得水準の高い地域と産業内分業を行っていることがわかる。 また 

石油輸出国，非市場諸国とはほとんど産業内分業を行っていない。

商品別の特徴は2-4表に示されている。 2-4表 は C C C N 分類の大分類で集計された産業内分業 

指数であり，同表の対世界の数値と2-3表の平均値U)の对世界の数値とを比較することにより，商 

品別の特徴が明らかとなる。 2-3表は商品別の産業内分業指数を平均したものであるから， 2-4表 

の商品別の値がこれを上回わる場合には産業内分業が相対的に見て進展している商品であることを 

表わす。2~4表の商品別の産業内分業指数は，第 9 部 （木せ)，第 15部 （鉄鋼)，第 17部 （享両） を 

のぞき，すべて2-3表の平均値を上回った。木材，鉄銅，車両において産業内分業が進んでいない 

のは，木材では中間素材，半製品において輸入依存度が高く輸入特化望であり，一方，鉄鋼，車両 

では全品目において輸出依存度が非常に高いという輸出特化バターンを示すためである。従って， 

同種商品グループの輸出入という産業内分業の水準は著しく低い。

商品別および地域別の特徴をより詳しく細かな品目レペルで見る必要から，産業内分業指数の短
' (27)

期的変動要因を除去するために三時点の単純平均値を求め， こ れ を CCCN 2 祈 レベルで示したの 

が次の2-5表である。 2-5表において商品別の傾向は対世界の値で， また地域別の傾向は地域別の 

値と世界平均との比較によって，それぞれ観察することができる。産業内分業指数の高い商品グル 

ープは，19類 （穀物の加工品)，21窺 （詢整食品)，37類 （写真，映画用材料)，38類 （化学工業品，その他)， 

42類 （革製品)，48類 （紙，パルプ製品)，49類 （印刷物)，58類 （じゅうたん，その他)，62類 （毛布，力 

一チン，その他）， 65類 （帽子，その他），66類 （かさ，つえ，その他），94類 （家具，寝具，その他），95 

類 （調刻品. 材料，その他)，96類 （ほうき，プラシ，その他）の品目であって，いずれも50以上の指数 

値をとる。一般に， 日本の比較優位の失われた軽工業製品において指数値が高い。地域別の値向を 

見ると，地域別の産業内分業指数が，世界平均を上回る品目数は，対低所得国が7 品目，対中所得 

国 が 8 品目，対新興工業が29品目，対先進国が36品目である。 このように新興工業国との間の産 

業内分業の値の高い品目が多く， とくに一部の品目では先進国を上回る指数値をとるものも見られ 

る。新興工業国では，従来言われていたような繊維製品に限らず，かなり広範な分野で日本との産 

業内分業を進展しつつある。

r三田学会雑誌」75卷 4号 （1982年8月）

注(27) CCCN 4祈で計測された産業内分業指数の1976, 1978, 1980年の三時点の系列（標本数は各々559個）について分散 
分析を行った結果，系列間には統fi■的に有意な差は見られなかった。さらに三系列間には相互に強い相関があり，統計 
的に有意であった。以上の享から三系列間の差は短期的，突発的な変動によるものと考えられる。それゆえここではそ 
の要因を除去するために三時点の単純平均を用いた。
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2 — 4表 CCCN大分類の産業内分教指数

対象地域名
指数の値が50を越える品目数 大分類別の平均値(3) 指数値か50を越える産業数 大分類別の平均値(3》
1976 1978 1980 1976 1978 1980 1976 1 1978 1 1980 1976 1 1978 1 1980

低 所 得 国 *1)
I . 食料品：第 4 部 (16〜24)(1) VE .は き 物 • その他：第12部(64〜67)
5 5 6 4 5 11 3 3 3 25 20 9

中 所 得 国 6 10 6 1 2 2 3 4 5 24 27 52

新 興 工 業 国 10 13 12 19 24 17 4 4 6 13 8 13

先 進 国 12 15 11 9 13 10 ■ 6 10 7 53 64 45

石 油 輸 出 国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 ' 0 0

非 市 場 諸 国 4 4 7 4 5 10 1 0 3 0 0 1

世 界 平 均 7 10 7 9 8 9 2 3 4 26 27 22

対 世 界 15 17 14 16 21 19 9 7 7 56 45 34

4 祈品目総数 57 57 57 一 一 一 21 21 21 . 一 一 一

I I . 化学製品：第 6 部(30〜3 1 ,37〜38)U) Vm.鉄 鋼 ：第15部(73)®

低 所 得 国 2 3 3 1 1 1 1 4 2 0 2 1

中 所 得 . 国 2 4 3 11 16 19 0 0 0 0 1 2

新 與 工 業 国 4 5 4 18 19 20 3 3 3 5 8 14

先 進 国 11 11 8 41 38 36 5 7 6 7 7 9

石 油 輸 出 国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非 市 場 諸 国 2 3 3 1 1 1 2 0 1 0 0 0

世 界 平 均 8 8 10 29 28 28 0 1 1 4 4 6

対 世 界 .20 16 16 49 48 47 2 5 3 5 4 6

4 祈 品 目 数 37 37 37 一 一 一 40 40 40 — 一 一

m . 皮 革 ：第 8 部(42〜43)(2) K • 機 械 ：第16部(84〜 85)
低 所 得 国 1 0 2 2 3 22 4 1 1 1 0 0

中 所 得 国 3 3 2 27 31 34 4 2 3 5 3 4

新 興 工 業 国 4 2 3 23 25 21 12 4 4 25 13 19

先 進 国 3 2 2 63 41 40 45 41 47 31 36 41

石 油 輪 出 国 0 0 0 - 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非 市 場 諸 H 1 1 1 1 2 1 6 3 2 ‘ 4 1 5

世 界 平 均 2 1 0 44 29 32 8 8 10 22 21 24

対 世 界 4 3 2 54 33 34 30 26 25 28 25 27

4 折 品 目 数 10 10 10 一 , 一 一 93 93 93 一 一 一

IV • '木村，その製品：第 9 部(44) (2) X . 享両，その他：第17部(86〜89)

低 所 得 U 3 2 1 0 0 0 0 -0 0 0 0 0

中 所 得 国 3 7 3 3 5 12 0 0 0 2 1 3

新 舆 工 業 国 3 3 3 7 17 19 3 2 1 6 2 4

先 進 国 4 5 4 2 4 2 5 4 6 10 12 10

石 油 輪 出 国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非 市 場 諸 S 3 0 0 0 0 0 2 2 2 1 0 24

世 界 平 均 0 1 0 2 3 2 0 3 1 6 8 7

对 世 界 11 10 8 5 6 . 3 1 5 3 7 8 7
4 祈 品 目 数 27 27 27 一 — 一 34 34 34 一 一 一

V . 紙 製品：第10部(4849) X I . その他の機器：第18部(90〜92)

低 所 得 国 0 0 2 3 2 4 2 4 7 2 1 1

中 所 得 国 0 0 0 2 1 3 4 4 3 5 5 5

新 興 工 業 旧 5 7 6 10 17 31 10 9 10 26 22 20

先 進 S 12 14 10 58 54 51 17 17 21 29 25 23

石 油 輪 出 H 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0

非 市 場 諸 国 3 1 1 16 7 13 2 3 5 6 7 6

世 界 平 均 4 4 5 35 37 36 11 11 12 25 21 20

対 世 界 13 13 13 52 59 65 20 17 20 31 27 26
4 衍 品 目 数 32 32 32 一 一 一 53 53 53 一 一 一

■ "VI.繊 維 ：第11部(50〜63) M . 雑 品 ：第20部(94〜98)
低 所 得 国 7 8 13 4 4 7 8 9 9 25 18 25

中 所 得 国 9 14 14 3 5 7 5 2 1 22 16 21

新 與 工 業 国 19 17 12 14 21 20 10 9 8 39 37 39

先 ’ 進 国 30 28 33 27 30 33 12 13 10 38 39 3ひ
石 油 输 出 国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

非 市 場 諸 国 3 4 1 0 0 1 4 4 2 5 32 11

世 界 平 均 . 8 8 10 14 18 19 7 8 .7 35 36 31

対 世 界 30 29 27 21 24 23 、1 5 、 14 9 43 42 38

4 格 品 目 数 113 113 113 一 一 一 42 42 42 — — 一
往( 1 ) ( ) 内はCCCN 2祈での品目番号， 

(2)大分類中の一部品目を採用した，
《3)商品別貿易額の加重平均値。
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r三田学会雑誌J 75卷 4号 （T1982年8月）

2—5表 ：3 時点平均の産業内分業指数

CCCN番号 
品 目 名

对 低  
所得国

対 中
所得国

対新與
工業国

对 先  
進 国

対世界 
平 均 対世界

1 6 .加工肉•魚貝類 7 7 40* 13 16 43
1 7 .糖類,糖菜子 5* 0 7* 2 2 3
1 8 .ココア，その他 3* 0 7* 3* 2 4
19. 穀物加工品 2 61* 67* 60* 57 65
2 0 .加工果実•野菜 0 5 2 67* 30 • 40
21. 調整食品 77* 26 51* 43 43 59
2 2 .飲 料 ，アルコール 3 5 19* 5 5 8

2 3 .食料のくず，飼料 1 3 11* 4 5 23
24. たばこ 0 0 2* 0 0 0

30. 医療用品 24* 4 64* 6 12 25
31. 肥料 0 11, 21* 2 3 13
3 7 .写真,映画用材料 2 0 1 73* 56 57

3 8 .化学工業品，その他 1 26 14 40* 29 74
42. 革製品 18 55* 30 64* 54 63
43. 毛皮 8 0 9* 6 7 7

4 4 .木材•その製品 0 3* 14* 3* 2 5
48-紙•パルプ製品 2 1 11 57* 32 58
49. 印刷物 12 6 68* 50* 47 59

5 0 .緒,親織物 2 10 10 32, 10 15

5 1 .人造長繊維•織物 0 0 26* 22* . 11 11

5 2 .金属糸•纖物 0 0 1 10* 3 4
5 3 .羊毛，•織物 6 4 16. 6 7 12

5 4 .亜麻，ラミー•織物 0 3 27* 38* 17 23

5 5 .綿'•綿織物 15* 4 17* 17, 12 19
5 6 .人造短繊維•織物 2 5 31, 27* 15 16
5 7 . その他の糸•纖物 0 2* 2* 0 1 6
5 8 . じゅうたん，その他 20 3 62* 58* 42 56

59. 工業用繊維製品 8 11 19 46* 27 34

60, メリヤス，編物,他 10 16 9 73* 29 42

6 1 .衣類，その他 9 25 9 61* 29 41

6 2 ,毛布，カーテン，その他 11 28 33 59* 34 50
6 3 ,衣類の中古,ぱろ 0 0 23* 5 5 9

6 4 ,はき物，その他 30, 49* 10 59* 28 44

6 5 .帽子，その他 3 18 30 44* 35 60

6 6 .かさ，つえ，その他 6 4 17* 29* 15 53

6 7 ,羽毛, 造花,人髮その他 2 34,. 3 18* 4 20

7 3 .鉄鋼，その他 1 1 9* 8* 5 5

8 4 . ボイラー,機械類 0 2 10 49, 26 32

85. 電気機器 1 6 28* 26* 20 20

86. 鉄道用享両 0 0 0 2* 1 8

8 7 . 自動車，その他 0 0 3 8* 6 6

8 8 .航空機，その他 2 0 27* 14 14 17

8 9 .船舶，その他 1 5 5 41* . 14 14

9 0 ,光学 , 精密機器，その他 1 6 16 34* 28 39

91. 時計 1 5 29* 35* 27 27
92. 楽器 3 4 24* 11 12 13

9 4 .家具, 寝具，その他 31 65* 27 72* 43 72

9 5 .調刻品,材料その他 31 7 22 57* 32 61

9 6 .はうき，プラシ，その他 22 1 54* 64* 47 78

9 7 .力すん具，その他 51* 12 76* 34 40 44
98. 雑品 4 11 8 31, 21 22

(注）* : 世界平均の値をうわまわる値を示す 
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産業内分業と製品差別化

CCCN4 祈での産業内分業指数は品目数が非常に多いため，その指数値は紙面の関係上ここでは 

示さなかった。 しかしその地域別の特徴について，地域別の指数値相互にどのような関係があるか， 

以下で観察することとする。

あ る 地 域 （たとえぱ先進国）との産業内分業指数が高い商品グループについて， 別 の 地 域 （たとえ 

ぱ新興工業国）との間の産業内分業指数が高けれぱ，両地域は日本との間に同じよような商品グル 

»^プについて産業内分業を行っていると考えられる。 また逆の結果が得られたときには，それぞれ 

異なった商品グループについて日本との間に産業内分業を行っていると考えられる。以上の関係は 

次 の 2~6表において，相関係数行列によって示されている。 4 祈の全品目で見た場合，すべての相 

関係数は統計的に有意であり，低所得国と中所得国と新興工業国とは，それぞれ同じような商品グ 

ループについて日本との間に産業内分業を行っており，一方，先進国は以上の三地域とは異なった 

商品グループにおいて， 日本との間に産業内分業を行ってV、る， と言えよう。すなわち新與工業国

2-6表地域別の産業内分業指数間の相関関係

地 域 名 低所得国 中所得国 新與工業国 先 進 国
4
祈
全
品
g

低所得国 
中所得国 
新與工業国 
先 進 国

.308 ♦ ♦ .396 ♦ * 
• 2549|e 3|c

.158* ♦ 

.209* ♦ 

.107*

50類 

63類
m
m

低所得国 
中所得国 
新與工業国 
先 進 国

.135 .3484c ♦ 
.134

■ 227*
• 2464c ♦ 
..0956

73類 

鉄 

鎭

低所得国 
中所得国 
新興工業国 
先 進 国

,468* ♦ .376*
. 582 ♦ ♦

.075

.025

.121

84類 

機 
械

低所得国 
中所得国 
新與工業国 
先 進 国

> .651* ♦ .561«* 

• 481♦オ
.084 
• 142 
.010

85類 

気 
1

低所得国 
中所得.国 
新與工業国 
先 進 ’ 国

,228 .116
.248

.193

.228

.099

(注） (1)★ ： 5%水準で統計的に有意 
* * :1% 水準で统If■的に有意 

{セ産業内分業指数には三時点の単*6平均値をもちいた。

また4 衍品目数 

機械において，

は商品グループから見る限り，先進国よりは低所得国，中所得国と類似している。

の比較的多い繊後，鉄鋼，機械，電気機器について同じチストをした結果，鉄鋼，

低所得国，中所得国，新興工業国の間には同じような商品グループについて日本との間に産業内分 

業を行っているという結果を得た。一方，先進国と新興工業国との間には統計的に有意な結果はい

I ■ 87 ご 583^
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m CO 寸 
1-1 1—1 Ĉ3 寸
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産業内分業と製品差別化
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ずれのケースでも得られず，兩地域は同じ商品グループについて日本との間に産業内分業を行って 

いるとはいいがたい。

次に' , 地域別の差はここでは所得水準によって分類されているため，発展段階の差と商品の加工

工程についてどのような関係が存在するのかを観察する。そこで加工工程での区分が比較的容易な

繊維についてだけ分析を試みた。2-7表は，CCCN の大分類別の繊維に含まれるCCCN 4 祈の品
(28)

目について，加工工程に従って4 段階に区分し，各々の値の単純平均値を示したものである。繊維 

原料のうち， 日本は人造繊維系の商品について新與工業国と産業内分業を進展させており，一方， 

織物類では中進国，低所得国とも産業内分業を行っているが，繊維原料を除いては，いずれも先進 

国との分業指数の値の方が他地域を上回る。 また加工段階が順次進むに従って，おおむね指数値も 

上昇する傾向がある。すなわち加工段階の高い最終消費財はど産業内分業が行われている。 これは 

最終消費財では製品差別化が顕著であるためかもしれない。

第三節製品差別化の理論と計測

3 - 1 製品差別化の理譲的系譜

産業内分業を進展させる要因として，製品差別化があげられる。前享で定義された同種商品グル

ープは，商品間の代替の弾力性に基づいて区分された。 この同種商品グループ内の商品間での商品

特性の差が差別化にほかならない。商品特性に差を生じさせる要因には多のものが考えられるが， 
(29)

Gray and Martinは， その要因を大別して二つのものによって生じろとしている。

第一の要因はチンバレンの独占的競争によるものであり，同種商品の製造者がわずかなデザイ

ン，販売方法のちがいという要素を市場にもちこむことから生じるものである。独占的競争のもと

で製造者は負の需要曲線に直面しており，様々な価格政策やマーケティング政策をとることにより，

製品差別化が発生する。一方，各々の消費者においては商品特性が近似している限り同じ用途に用

いられるため，製品差別化の生じている商品は消費者にとっては一つの商品グループを形成させて

いる。 こうした商品グループ内の商品における個々の差は，各々の製造業者が独占的利益を享受す

るために販売政策や価格政策で各種の差をつくり出した結果生じたものである。
(30)

第 2 の要因はHufbauerによると， プロダクトサイクルの過程で生じる標準化，差別化に起因 

するものである。すなわち， プロダクトサイクルの初期段階においては技術ギャップが発生してい 

るため，生産される商品は高度に差別化的である。 しかし， プロダクトサイクルの後期段階におい

r三田学会雑誌」75卷 4号 （19̂ 年8月）

注( 2 8 ) 低所得国，中所得国，新興工業国，先進国の4系列にっいて，分散分析をそれぞれの加工段階について行った結果, 

地域別の平均値の差はいずれの加工段階においても統計的に有意であった。
(29) Gray and Martin (1980)

(30) Hufbauer (1970)
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ては，生産技術は確立し，販売チャネルが拡大して標準品へ移行する。 しかしその前の差別化的な

段階にある商品では，まだ生産技術や生産工程に大きな差があり，価格差は比較優位の決定因とは

ならず，むしろ商品特性の差が重要であると考えられる。それゆえ価格差によって観察される商iSr

特性の差が製品差別化であり，水平分業の成立しやすい先進国間貿易においては， この商品特性の

差こそが産業内分業の要因と考えられるのである。

藥品差別化の進行は, •産業内分業を説明する有力な仮説であるにもかかわらず，産業内分業と製

品差別化を直接的にむすびつけた実証研究は少ない。 これは一つには理論的展開が，その実証過程

において，計測上の制約のために十分生かすことができないからである。 より具体的に言えぱ，多

数財グループに関して集計的な資易データを取りあつかうので計測上のむずかしさがあるためであ
(31)

る。例えぱ，Loertscher and W olterは， 産業内分業の決定因を求める研究で，製品差別化指数 

を産業特性の要因として示した。すなわち，その製品差別化を表わす代理変数として，SITC分類 

3 衍内での最も細かなBTN 分類の品目数を用いている。 この分街の結果，製品差別化以外の産業 

特性要因については，統計的に良好で有意な結果を得ているにもかかわらず，製品差別化指教に閱 

しては統計的に有意な結果を得ていない。'このことは，指数の計測に際して，本来関税のために技 

術的に設定されたにすぎないBTN分類をもって，製品差別化指数であると仮定した点に問題があ 

ったためではないかと考える。そこで次に計測上の諸問題を検討する。

3 - 2 製品差別化指数の計測

製品差別化を計測する手法の，*つに商品特性を明確にうちだしているへドニックアプローチがあ 

げられる。へドニックアプローチでは，相互に代替的な商品グループ間において，商品間の価格差 

は個々の商品に体化された商品特性によって説明されると仮定する。すなわち，各々の商品特性の 

存在および商品特性の構成の変化が製品差別化であり，商品における質の変化であるととら免る。
ぐ32)

例 え ぱ Gregory & Tearleのモデルでは，商品の特性価格は陽表的に以下のように記述される。

り+ U\, i < j  (18)

こ こ で は， ゾ番目のモデルの価格，X けはメ番目のモデルに体化されてん、る特性 i の数量で 

あり，め が 特 性 i の潜在的な価格を， ま た 0̂ 0が観察されない特性価格のうちですぺてのモデルに 

共通のものを，それぞれ表わす。 ま た U iは誤差項であり，観察されない特性価格のうちですぺて 

のモデルに共通ではないものを示している。へドニックアプローチによる製品差別化指数の計測は 

独占的競争理論に基づく点で優れている。 しかし計測には，きわめて細かな商品レペルでの特性お

産業内分業と製品差別化

注(31) Loertscher and Wolter (1980) 

ご32) Gregorv and Tearle (1973)
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よび® 格データを必要とするため，広範な商品グループに適用することはむずかしい。

そこで本研究では，製品差別化の一次的な近似としてよく用いられるH ufbauer指数を採用し 

た。前述したように，Hufbauerは 第 2 の要因であるプロダクトサイクルという動態的なメカニズ 

ムでとらえた製品差別化を前提としている。

もし同種商品グループについてある平均的な価格が存在し，商品グループ内での価格差は，生産 

技術，生産工程の差によって生ずる品質，デザイン等の差であると考えると，各商品グループの差 

別化の程度は，

製品差別化指数=C/»/F« (1 9 ) .

1/パ 第 n 商品のF O B の輪出単価の標Ip偏差

K ：輸出単価の単純平均 

として表現される。

ここで第" 商品が標準化した商品であるならば，輪出単値の標準偏差は小さくなり，（19)式の指 

数値ぼ小さな値をとる。Hufbauerは，1965年のアメリカの輸出データを用いて,この製品差別化 

指数を， 数量データが利用可能なSITC 7 祈品目について計算し， 7 祈の指数値の単純平均を用 

い て 3 祈の値を求めた。 さらに2 祈の差別化指数は， この3 祈 の 値 を 1965年の米国の輸出バター 

ンで加重平均することによって求めた。Hufbauer指数では前述したように， プロダクトサイクル、 

上の一過程で差別化を観察しているため， この指数の値は計測された時期および計測された国• 地 

域に強く依存する。 また独占的競争は差別化された商品に関して前提とされる。

H ufbauer指数については，すでにいくつかの問題点が，Gray and M artin等によって指摘さ 

れている。その一つは集計上の問題であり，輸出単価は同一S IT C 内の商品構成の変化に影響を 

うけやすいため，その変動係数が本当に地域別の差を示しているかどうかわからないという点であ 

る。更に，H afbauerの仮定，すなわち製品差別化の大きい財ほど輸出単価の分布も大きいという 

点に関して，輸出価格の分★の要因にはこの他に独占的差別的な値格政策，為替レートの影響，貿 

易障壁の影響，企業内取引，S IT C カテゴリーの差等が考えられる。 また，同種商品の定義を細か 

< したケースではその輸出単値の差はきわめて小さくなるので製品差別化のチcnックは不可能とな 

る。すなわち同種商品の範囲の設定に指数値が依存する。

このような制約に留意したうえで，本研究では製品差別化指数として，輸入単価を用いたHufb. 

a u e r 型指数をを選択した。輸出単価を用いずに輸入単値を用いたのは， 輸入単値を用いることに 

よって単一市場で製品差別化の程度を観察できるというメリッ トのためである。輸出単価では相手 

市場ごとに資易障壁，需要条件が異なるが，輸入市場で観察する場合には,これらの条件を同一に 

設定できるからである。 さらに輸出では日本の場合には特定商品が特定地域へ集中する傾向がある 

ため，製品差別化指数に商品構成のバイアスが入る危険がある。一方，関税，非関税障壁や流通経

— 92 (588)
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路の閉鎖性等により構造的に輸入品が入りにく くなっている市場では，輸入単値の国別の変動自体 

が小さく，正確な製品差別化を表わさないかもしれない。 しかし全体として製造業においては日本 

の場合輸入障壁は少なく，問題はさほどないと考えられよう。

同種商品グループを4 衍と規定すると，製品差別化指数（P. D .)は，輸入額のゥユイトで地域別, 

商品別に集計することにより， CCCN 2 格レベルでの平均値， および世界平均値がそれぞれ次の 

ように求められる。

産業内分業と製品差別化

PDjk = 2  PAy* • Mijk I  Xi Mijh

P D (j =  り* / £ m け*

PD{ =  S  I ； P D ij, • Mり* /  f  t  M ij,

(20)

(21)

(22)

こ こ で は 地 域 別 （对世界）の CCCN 4 衍での製品差別化指数を，戸巧* は 地 域 別 （対世界） 

の 2 衍レベルでの平均値を， は世界平均値での4 祈の製品差別化指数を，^ は世界平均値， 

CCCN 2 祈レペルでの平均値をあらわす。

産業内分業の説明因としては対世界全体の製品差別化指数のみを採用した。 さ ら に 商 品 性 は 垣  

期 的 に 変 化 し な い と 考 え ら れ る す 1976, 1978, 1980年時点で各々求められた指数の三時点の単 

純平均を求めた。

3 - 3 製品塞別化指数の計測結果と産業内分業指数との相関

製品差別化指数は本来商品特性を表わす指標であるが，Hufbauer型の製品差別化指数は価格の 

変動係数として示されるため， これを地域別に見た場合，輸入される商品の種類の数によっても影

注(33) CCCN 4 桥で計測された製品差別化指数の1976, 1978, 1980年の三時点の系列（標本数は各々559個）について分 
散分析を行なった結果' 系列間には統計的に有意な差力•、見られなかった0 また三時点の系列相互には以下の表に示すよ 
うに，統計的に有意で高い相関が求められた。そこで本研究においては三時点の値に本質的な差は存在しないものとし 
て三時点の単純平均を用いることとする。

製品差別化指数の三時点の関係（相関係数行到）

製品差別化 

指 数
1976

4

格 1978

= 559 1980

3時点
平 均

製 品 差 別 化 指 数

1976

1.0000

1978

.7758**

1.0000

1980

.7239**

.7708**

1.0000

3時点平均

.9039**

.9305**

.9114**

1.0000

(注） ♦ ♦：1% レペルで 

統計的に有意なことを 
75す。
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箱 • 緒 織 物  
人 遣 長 繊 維 . 纖 物  
金 属 糸 • 織 物  
羊 毛 • 織 物  
亜 麻 . ラ ミ ー . 織 物  
綿 • 綿 織 物  
人 造 短 繊 維 . . 織物 
そ の 他 の 糸 ’ * 織 物  
じ ゅ う た ん . そ の 他  

工 業 用 繊 維 製 品  
メ リ ヤ ス . 編 物 . 他  
衣 類 • そ の 他  
毛 布 、 カ ー チ ン . 他  
衣 類 の 中 古 . ぱろ 
は き 物 . そ の 他  
帽 子 • そ の 他  
か さ . つ え . 他  
羽 毛 • 造 花 . 人 髮 . 他

(注） ひ)CCCN 4析を貿易額のウェイトで加重平均することにより求めた。
* は指数の値力q.40をこえる品目。

加重平均値が140を越える品目は，37類 （写真，映画用材料)，49類 （印刷物)，66類 （かさ，つえ，そ 

の他)，85類 （電気機器)，87H (自動車，その他)，89類 （船舶，その他)，90類 （光学，精密機器)，92類

(楽器)，98類 （雑品）である。最終消費財については，一般に指数値が高く， 繊維のうちの二次製 

品 以 外 の も の （59〜57類）をはじめとする中間素財や半製品についてその値がおおむね低くなって 

いる。

3-2表は，本研究で計測された地域別の産業内分業指数と製品差別化指数との相関関係を示した 

ものである。 もし前節で述ぺたようにHufbauer指数がプロダクト . サイクルにおける標準化と 

差別化を表わとすれば， プロダクト . サイクルの初期段階にある商品では価格差が比較優位の決定 

因とはならず，商品特性が重要な要因となる。すなわち，差別化した商品の場合，平均的な価格水 

準より大きく乖離した価格でも貿易が行われ，その命離した価格の幅を商品特性の差によるものと 

考える。 もし差別化の指標がHufbauer指数であるとすれぱ， プロダクト• サイクル初期の商品 

の比重の高い先進国間の資易を説明するはずである。3-2表によれば，差ぢIf化指数と産業間分業指 

数との間の相関係数は低所得国と中所得国の場合はほとんど統計的に有意ではない。新與工業国の 

場合は5 %で有意ではあるが，相関係数は0.1以下ときわめて小さい。しかし先進国の場合にはい 

ずれも統計的に有意であり，1976年 よ り 1980年の相関係数が高い。 このことは日本は先進国とは 

他地域にくらべてプログクト.サイクル初期の商品，いいかえれぱ差別化指数の大きい商品につい

—— 94 Q590)

響される。そこで製品差別化とは各商品の商品特性であると考えて，対世界の値の三時点平均を用 

い て CCCN2衍 レベルでの製品差別化指数を導出し，3-1表に示した。

r三田学会雑誌J 75卷 4号 （1982年-8月̂

3-1表製品塞別化指数（CCCN 2 祈集計）

C C C N 番号 
品 目 名

数値
 

指の C C C N 番号 
品 目 . 名

数値
 

指の C C C N 番号 
品 目 名

数値指の

* 

*.

9
 

0
 

8
 

4
 

8
 

2
 

0
 

4
 

0
 

6

1
A 

1
A 

I
X 

1
A 

1
X

225*

165*

59

256*'

86

74

78

134

281*

他
類
器
両
他
他
他
他
計
器
他
他
他
他
ロロ

そ

械
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産業内分業と製品差別化

3-2表産業内分業指数と製品塞別化指数関係

製品差別化 
産業内、 指数 
分業指数

4 祈 n ニ 559

1976 1978 1980 3時点平均
' 低 所 得 国 1976 

1978 

1980 

3 時点平均

• 0823

.0649
.0417

.0976*

.0669

.0371

.0770

中 所 得 国 1976 
1978 
1980 

3時点平均

.0609
.0433

• 0360

.0774 
,0393 

• 0276:へ 
：0539

新興工業国 1976 
19.78 

1980 

3時点平均

.0839*
.0885*

.0682

.0937*

.0812

.0856*
•0982,

先 進 国 1976 
1978 
1980 

3 時点平均

.1123**
.0905*

•1379**

.1038*

.1062*

• 1407" 
.1284**

世 界 平 均 1976 

1978 
1980 

時点平均

• 1628"

.1284**
.1514**

.1710" 

• 1421" 

.1585** 

-17L0**

対 世 界 1976 
1978 
1980 

31時点平均

•1104,*
•0486

.0980*

.1128** 

.0631 

•0996‘ 
•1012‘

(注）（1 ) * … 5 %水傘て*统計的に有意ナあることを示す。
*♦… 1 %水準で統計的に有意であることを示す。

(2)産業内分業指数はC C C N 4祈の地域別指数であり製品差別化指数は 
C C C N 4祈の对世界输入単価にもとずく。

て産業内分業を行っていることを示している。他地域については製品差別化は産業内分業の要因と 

はいえず，他の要因から産業内分業を行っていると考えられる。 

製品差別化は産業内分業の重要な要因と指摘されているにもかかわらず，その関係は，実証的に 

はこれまで明らかにされていなかっすこ。本研究では一応，対先進国貿易にかぎれぱ製品差別化は産
(34)

業内分業の一因であることを検SEした。

結 言

世界の工業製品貿易の大きな部分を同種商品貿易が占めているという経験的事実にもかかわらず，
(35)

I■同種商品資易ないし産業内分業とはそもそも統計的現象ではないか」 とする批利がある。 これは 

産業区分についての理論的な基準に従って貿易統計を再分類することの困難さにその一因がある。 

また現行のC C C N 分類をもちいた場合に，集計段階の差や指数を算出した時点での輸出入差が指

注(34).製品差別化は産業内分業を説明する有力な仮説ではあるがそのすぺてを説明するものではないと考える方がよい。 
(35) Lipsey (1976)
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数の値に影響を及ぽすためでもある。本研究によると， 日 本 の C C C N 分類による集計段階の差は 

指数の値に影響を与え，一般に集計段階が細分化されるにつれて値は小さくなる。 しかし指数を算 

出した時点間の指数の値の差は統計的に有意ではなかった。

次に産業内分業が何故行われるかについては， これまで国別特性と産業特性の二つにわけて考え 

られてきた。 しかし，その相互の関連についてはかならずしも明らかではなかった。本研究では日 

本の産業内分業指数を対象地域の所得水準の差による6 地域に分けて求めた。その結果， 白本は対 

中所得国や対新興工業国と異なった産業内分業バターンを対先進工業国についてもっていることが 

明らかとなった。 また繊維について加工段階別に地域別の産業内分業指数を較べた結果は，先進国 

とは加工段階の高い最終消費財について産業内分業を行っていることを示している。一般に産業内 

分業指数は対先進国が他地域のものにくらべて高い。

. 製品差別化は，産業内分業を説明する有力な仮説であるにもかかわらず， これまで実！E分析があ 

まり行われていなかった。 これは製品差別化に対する理論的な説明が充分に行われてこなかったた 

めでもあるが，指数を導出する際のデータ上の制約のためでもある。本研究では，Haufbaur指数 

を日本の輸入データから求め，対先進国の産業内分業との間に統計的に有意な閱係を得た。すなわ 

ち，製品差別化は日本の対先進国産業内分業を說明する一つの要因である。
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